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３歳児 ４歳児 ５歳児 その他 計
①配　慮　児
人数 0 15 37 40 7 99
園数 0 4 15 17 2 23
②発達障害児
人数 0 2 16 19 0 37
園数 0 1 11 13 0 17
③「特殊教育補助」
　対象児
人数 0 1 13 11 2 27
園数 0 1 9 10 1 14
表２　卒園した配慮児・発達障害児・「特殊教育補助」対象児など
（n=16）
17 年度 18 年度 19 年度 計
①配　慮　児
人数 18 20 21 58
園数 9 10 10 16
②発達障害児
人数 5 8 6 19
園数 4 6 4 11
③「特殊教育補助」
　対象児
人数 6 7 4 17
園数 5 5 4 9
表３　配慮児の状態像
３　歳
未満児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 その他 計
①指示に従わ
ない
人数 0 3 10 3 0 16
園数 0 2 5 3 0 9
②集団行動が
できない
人数 0 2 12 5 3 22
園数 0 2 8 5 1 15
③人と係わる
ことが苦手
人数 0 8 14 9 5 36




人数 0 3 10 6 1 20




人数 0 2 2 2 0 6
園数 0 2 1 2 0 5
⑥こだわりが
強い
人数 0 8 10 10 4 32




人数 0 1 2 7 0 10




人数 0 3 4 2 0 9
園数 0 3 4 2 0 9
⑨その他
人数 0 0 10 7 0 17
園数 0 0 4 6 0 7
計
人数 0 30 74 51 13 168





















































未満児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 その他 計
①入園前
（願書受付時）
人数 0 0 1 2 0 3
園数 0 0 1 2 0 3
②入園前
（保護者面接時）
人数 0 0 4 0 0 4
園数 0 0 3 0 0 3
③入園前
（体験入園時）
人数 0 2 0 4 0 6
園数 0 1 0 3 0 4
④入園前
　（その他）
人数 0 4 9 7 5 25
園数 0 1 5 3 1 5
⑤３歳児保育時
人数 0 5 1 1 0 7
園数 0 3 1 1 0 3
⑥４歳児保育時
人数 0 0 11 8 0 19
園数 0 0 8 5 0 8
⑦５歳児保育時
人数 0 0 0 4 1 5
園数 0 0 0 4 1 3
⑧３歳（３歳６
か月）児健診
人数 0 0 0 2 0 2
園数 0 0 0 2 0 2
⑨医療機関の
受診時
人数 0 1 2 1 0 4
園数 0 1 2 1 0 3
⑩医療機関以外の
専門機関で相談時
人数 0 0 4 2 0 6
園数 0 0 2 3 0 4
⑪就学時健康
診断時
人数 0 0 0 0 0 0
園数 0 0 0 0 0 0
⑫その他
人数 0 0 2 2 0 4
園数 0 0 2 2 0 4
計
人数 0 12 34 33 6 85
園数 0 3 14 15 2 23
表５　配慮児に気づいた人
３　歳
未満児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 その他 計
①保護者
人数 0 1 10 6 0 17
園数 0 1 7 6 0 9
②担当教員
人数 0 8 12 17 6 43
園数 0 2 5 9 2 10
③園長
人数 0 8 10 12 5 35
園数 0 2 5 6 1 10
④幼稚園職員（担
当教員・園長以外）
人数 0 1 2 4 0 7
園数 0 1 2 4 0 6
⑤嘱託医
人数 0 0 0 0 0 0
園数 0 0 0 0 0 0
⑥乳幼児健康診
査のスタッフ
人数 0 1 3 4 0 8
園数 0 1 2 4 0 6
⑦医療機関の
医師
人数 0 0 2 2 0 4
園数 0 0 1 2 0 2
⑧専門機関の
スタッフ
人数 0 3 2 6 1 12
園数 0 2 2 5 1 7
⑨その他
人数 0 0 1 0 0 1
園数 0 0 1 0 0 1
計
人数 0 22 42 51 12 127




















































①校内委員会の設置 57.6％ 53.2％ 99.5％ 50.2％
②発達障害児についての実態把握 88.2％ 79.0％ 91.3％ 36.5％
③特別支援教育コーディネーターの指名 38.2％ 52.6％ 99.5％ 46.8％
④個別の指導計画の作成 32.4％ 31.6％ 63.8％ 4.8％
⑤個別の教育支援計画の策定 20.6％ 20.2％ 35.8％ 4.1％
⑥巡回相談員の活用 26.5％ 69.7％ 67.7％ 24.4％
⑦専門家チームの活用 2.9％ 44.1％ 38.2％ 12.9％








































とても必要 やや必要 あまり必要ない 必要ない
①加配保育者や障害児対応分の補助金 24 4 3 1
②巡回指導・巡回相談 14 14 3 0
③保護者との関係についての相談先・アドバイス 27 6 1 0
④保育者の研修 27 7 0 0
⑤他機関との連絡調整をしてくれるコーディネーター 24 8 0 0
⑥保護者向けの相談窓口 24 9 0 0
⑦保護者への発達障害についての啓発 22 10 0 0
⑧子どもの発達や障害の診断を行ってくれる機関 28 5 0 0
⑨子どもの療育をやってくれる機関や場所 26 5 1 0







































































































とても必要 やや必要 あまり必要ない 必要ない
園数 ％ 園数 ％ 園数 ％ 園数 ％
①発達障害に関する知識 44 39 88.6 5 11.4 0 0.0 0 0.0
②園児の実態把握の方法 43 34 79.1 9 20.9 0 0.0 0 0.0
③子どもへの指導方法と
指導計画の作成方法 43 41 95.3 2 4.7 0 0.0 0 0.0
④具体的な事例検討 44 34 77.3 9 20.5 1 2.3 0 0.0
⑤保護者への対応方法 44 39 88.6 4 9.1 1 2.3 0 0.0
⑥関係機関の機能・役割
と連携の方法 43 32 74.4 9 20.9 2 4.7 0 0.0
⑦その他 0
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回相談員の活用（26.5％），個別の教育支援計画の作
成（20.6％），専門家チームの活用（2.9％）であった．
特別支援教育コーディネーターの指名は全国調査の
52.6％に比べ38.2％，巡回相談員の活用も全国調査の
69.7％に比べ26.5％とともに少なく，専門家チームの
活用に至っては，全国調査の44.1％に比べ2.9％とほぼ
皆無の状況であった．幼稚園の特別支援教育体制の整
備は，全国に比較して，顕著に遅れており，早急に体
制を整備しなければならない状況である．特に配慮児
に対する支援は，個別の指導計画の作成が欠かせず，
校内委員会の設置が急がれる．
６）配慮児の保育において幼稚園が実施している配
慮・支援・工夫で多いものは，保護者指導・支援
（88.2％），専門機関との連携（82.4％），担任外職員の
配置（79.4％），担任の配慮，個別指導（79.4％）など
であった．これらに比べ，保育環境の設定に配慮して
いる（44.1％），教材・教具の工夫（41.2％），医師な
どの専門家との連携（26.5％），遊具の工夫（11.8％）
は少なかった．保護者指導・支援が多いのは，保育は
幼稚園だけでなく家庭での養育も大切であり，幼稚園
と家庭とが両輪となり幼児に関わらなければならない
ことを考えると当然と言える．また，専門機関との連
携も多く，幼稚園だけでは対処できない専門的な知識
や診断を要する場合が多いと思われる．さらに，配慮
児に対して加配職員等の配置を含め，職員体制に配慮
している．
７）配慮児の保育において専門機関や医師などに相
談したことのある幼稚園は93.5％と高かった．昨年度
に連絡をとった外部機関の中で，一番多かったのは
保健所・保健センター（79.4％）であり，幼稚園に
とって保健所・保健センターは身近な相談機関の唯一
の機関であると言える．また，3番目に特別支援学校
（38.2％）があり，特別支援学校の地域センター化が
着々と進行していることがうかがえる．
８）就学時の教育委員会や小学校との連携では，連
絡協議会で情報を交換（75.0％），就学指導委員会な
どに資料を報告する（72.7％）が多かった．小学校を
訪問する（54.5％）と小学校から観察にくる（52.3％）
がほぼ同数であった．就学前相談・情報交換（61.4％）
に比べ，就学後相談・情報交換（31.8％）が少なかった．
できれば，就学後相談・情報交換を多くし，小学校の
様子から幼稚園でどのような支援が必要であるのか話
し合い，より効果的な支援のあり方を検討することが
必要である．特に項目にはなかったが，配慮が必要な
幼児が小学校での体験を重ねながら，徐々に小学校に
慣れていくことも良いと思われる．
９）職員研修について，県や市などが主催する研修会
に参加している幼稚園が97.8％で最も多く，必要と思
われる研修を必要度の高い順に示すと，子どもへの指
導方法と指導計画の作成方法（95.3％），発達障害に
関する知識（88.6％），保護者への対応方法（88.6％），
園児の実態把握の方法（79.1％），具体的な事例検討
（77.3％），関係機関の機能・役割と連携の方法（74.4％）
等であり，すべての項目において，ほぼ75％以上を示
し，いずれの研修も必要度が高いと言える．特に子ど
もへの指導方法と指導計画の作成方法が95.3％と非常
に高く，個別の指導計画の作成と具体的な指導方法に
ついての研修を強く求めていることがわかる．また，
特別支援教育が始まったこともあり，発達障害に関す
る研修や保護者への対応方法についての研修も必要度
が高いと言える． 
２．スクールソーシャルワークの視点から見た個別的
配慮を要する幼児への支援
１）特別支援教育に関する支援について
　文部科学省の「小中学校におけるLD（学習障
害），ADHD（注意欠陥／多動性障害），高機能自
閉症の児童生徒への教育支援体制の整備のためのガイ
ドライン（試案）」を参考に，文部科学省の「特別支
援教育の推進について（通知）」にそって述べる．
⑴　校内委員会の設置（Ｈ県Ｈ地区57.6％，全国53.2％）
　“各学校においては，校長のリーダーシップの下，
全校的な支援体制を確立し，発達障害を含む障害のあ
る幼児児童生徒の実態把握や支援方策の検討等を行う
ため，校内に特別支援教育に関する委員会を設置する
こと．”と記載されている．校内委員会の役割につい
て，上記のガイドラインには，特別な教育的支援が必
要な児童生徒の早期発見，実態把握，学級担任の指導
への支援方策の具体化，個別の教育支援計画の作成，
個別の指導計画の作成，校内研修の推進，保護者相談
の窓口となるとともに，理解推進の中心となるとされ
ている．その役割は幼児の実態把握や支援方策の検
討，学級担任の指導，保護者相談の窓口といったミク
ロレベルから個別の指導計画の作成や校内研修の推進
などのメゾレベル，さらに，個別の教育支援計画の作
成などのマクロレベルのアプローチと非常に広範囲に
わたっている．
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幼稚園における個別的配慮を要する幼児への支援
―スクールソーシャルワークの視点より― 　
⑵　実態把握（Ｈ県Ｈ地区88.2％，全国79.9％）
　“各学校においては，在籍する幼児児童生徒の実態
の把握に努め，特別な支援を必要とする幼児児童生徒
の存在や状態を確かめること．さらに，特別な支援が
必要と考えられる幼児児童生徒については，特別支援
教育コーディネーター等と検討を行った上で，保護者
の理解を得ることができるよう慎重に説明を行い，学
校や家庭で必要な支援や配慮について，保護者と連携
して検討を進めること．その際，実態によっては，医
療的な対応が有効な場合もあるので，保護者と十分に
話し合うこと．特に幼稚園，小学校においては，発達
障害等の障害は早期発見・早期支援が重要であるこ
とに留意し，実態把握や必要な支援を着実に行うこ
と．”と記載され，個別的な支援を要する幼児の実態
把握には家庭環境や養育環境，経済状況等について，
保護者から情報を得ることが大切であり，個別的なミ
クロレベルのきめ細やかアプローチが必要である．
⑶　特別支援教育コーディネーターの指名（Ｈ県Ｈ地
区38.2％，全国52.6％）
　“各学校の校長は，特別支援教育のコーディネー
ター的な役割を担う教員を『特別支援教育コーディ
ネーター』に指名し，校務分掌に明確に位置付けるこ
と．特別支援教育コーディネーターは，各学校におけ
る特別支援教育の推進のため，主に，校内委員会・校
内研修の企画・運営，関係諸機関・学校との連絡・調
整，保護者からの相談窓口などの役割を担うこと．ま
た，校長は，特別支援教育コーディネーターが，学校
において組織的に機能するよう努めること．”と記載
されている．特別支援教育コーディネーターは保護者
らの相談窓口といったミクロレベルから校内委員会・
校内研修の企画・運営といったメゾレベル，さらに関
係諸機関との連絡・調整といったマクロレベルのアプ
ローチが必要である．
　特別支援教育コーディネーターは校長が教員の中か
ら指名することになっており，果たして教員がミクロ
レベルからマクロレベルのアプローチに必要なスクー
ルソーシャルワークの専門性と言われる価値・知識・
技術を共有しているのか疑問である．個別的配慮を要
する幼児への支援には上記のアプローチが必要であ
り，ソーシャルワークの専門家であるスクールソー
シャルワーカーの登用が望まれる．
⑷　個別の指導計画の作成（Ｈ県Ｈ地区32.4％，全国
31.6％）
　“必要に応じて，『個別の指導計画』を作成するな
ど，一人一人に応じた教育を進めること．”と記載さ
れている．個別の指導計画は，校内関係者との連携の
もとに校内委員会で作成することになっている．その
際，担任が観察した様子や保護者や関係者の情報も大
切になる．個別の指導計画のサイクルは，「実態把握
→重点目標→内容の選定→指導方法→指導形態→指導
細案→実践→評価」であり，これはソーシャルワーク
の基本である「インテーク（援助の始まり）→情報収
集→アセスメント（事前評価）→プランニング（計
画）→介入→モニタリング（見直し）→エバリュエー
ション（事後評価）→終結」と非常に関連が深く，
ソーシャルワークの技術を大いに活用できるものと考
える．
⑸　関係機関との連携を図った「個別の教育支援計
画」の策定と活用（Ｈ県Ｈ地区20.6％，全国20.2％）
　“必要に応じて，「個別の教育支援計画」を策定す
るなど，関係機関と連携を図った効果的な支援を進め
ること．”と記載されている．「個別の教育支援計
画」は，障害者基本計画における「個別の支援計画」
と同じ性格のものであり，障害のある幼児の一人一人
のニーズを正確に把握し，中・長期的な視点で乳幼児
期から学校卒業後までを通じて，一貫して的確な支援
を行うことを目的としている．一貫した的確な支援を
行うには，教育のみならず，福祉，医療，労働等の
様々な側面からの取組みが必要であり，関係機関，関
係部局等との密接な連携協力の確保が不可欠で，コン
サルテーション，コーディネーション，ネットワーキ
ング等の技術に習熟しておくことが必要である．
２）特別支援教育に関する対応以外の支援
　今回の調査では，保護者指導・支援（88.2％）が一
番多かった．保護者指導・支援を行うには，保護者か
ら幼児の生育歴や家庭環境，生育環境，経済状況等の
様々な情報を収集し，幼児が示している問題行動につ
いてのアセスメントが必要である．さらに，その問題
行動に対応するための計画作成（Plan），計画に沿っ
た指導・支援を実施し（Do），その後点検・評価（Check）
と処置・改善（Act）が必要である． 
　次に多かった支援は専門機関との連携（82.4％）で
あった．専門機関と連携するには，幼児を取り巻く
様々な福祉制度やサービスに関する知識，児童福祉の
知識，さらに幼児の発達，問題行動に関する知識，精
神医学的な知識等を習得した上で，ソーシャルワーク
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の技術を用いながらマクロレベルのアプローチが必要
である．
　以上，個別的配慮を要する幼児への支援を特別支援教
育とそれ以外の対応について，スクールソーシャルワー
クの視点からその内容を分析した．その結果，上述した
すべての対応において，スクールソーシャルワークの価
値・知識・技術が深く関連していることがわかった．個
別的配慮を要する幼児への支援をさらに効果的なものに
するには，幼児の抱える様々な問題を幼稚園内の問題と
するのではなく，家庭，地域，友人関係などあらゆる視
点で見極め，子どもや家族への対応だけでなく，関係機
関との連携や調整を含めながら，子どもを取り巻く環境
との関係に介入するスクールソーシャルワークのアプ
ローチが有効と思われる．今後、幼稚園にスクールソー
シャルワークの専門知識を持ち，その理念に基づいて，
子どもの問題に生活の視点で関わるスクールソーシャル
ワーカーの登用が望まれる．
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